







































































同 法 (58-4) 548
受理不能と主張した｡他九 クロアチアは1996抗弁判決を援用し.ジェノサイド条約の適
用に時間的制限はないと主張した｡第4に,セルビアは,ジュノサイド罪被疑者の訴追の























































当事国)ではなく,ICJは ｢開放｣されていなかった (規程35条 1項)｡同条は提訴時に適
用され,2000年に規程当事国になった事実は関係がない,また,ジェノサイド条約は規程
35条2項の ｢現行の諸条約｣に該当しない (2004抗弁判決)｡他九 クロアチアは次のよう



































































アは申述書を提出してお り (2001年 3月1□),申立を特定しているO以上より,2000年11




アチアは常 に同条約の当事国であ り (9条留保 もない),92年10月12日に承継通告
(notifLCationofsuccession)を寄託 したD他方,セルビアは,ジュノサイド条約への加入










拠が認められる (entitledtorelyonlt)と主張 しているため,シェノサ イド条約上の FRY
の地位に関する92年の宣言 ･書簡の性質と効果を検討する (93-105項)∩
セルビアは,以下の3点を根拠として,1992年宣言はジェノサイ ド条約の承継通告では














いないと主張したが 一㌧宣言は ｢SFRYが匝牒 的に負う｣約束と特定している｡また.｢批
准 ･加入｣は止式な手続を要するが (条紬 去条約15,16射 ,｢承継 ･継続｣は本質的に確




























I.CJRelwrls2006.p29,para52拙稿 ｢コンゴ領域における武力活動事件 (2002年新桂謝 (管
7













































































541 国際司法裁判所 ジェノサイド条約適用利 牛 (先決的抗弁判決 2008年11月18日)
本判決の正文は英語であり,以下の少数意見が付されているD個別意見 (アル-ハサウ
ネ副所長),共同宣言 (ランジェヴ7,シー,コロマ.パラ-アラングレン判事),反対意
見 (ランジェヴ7判事),反対意見 (小和田判事),個別意見 (トムカ判事),個別意見 (ア
ブラアム判事),宣言 (ヘヌーナ判事),反対意見 (スコト二コフ判事),個別意見 け カス
特任判事).反対意見 (クレチャ特任判 卦 ｡
三.解 説
本件では,FRY の裁判所アクセスの有無に関連する先例判断朋lが数多く引用されるた
め,以下の略記を剛 ､るoなれ ICJ自身も関連する先例を整理している (判決52-56項)し
【略記一覧】






ボスニア再審事件 .1996抗弁判決の再審請求事件(ユーゴスラヴイアV ボスニア ･ヘル
ツェゴヴイナ)
･2003再審判決 ボスニア再審事件,再審判決 (2003年2月3日)
クロアチア事件 .ジェノサイド条約適用事件 (クロアチア V.セルビア)
･2008抗弁判決 'クロアチア事件,先決的抗弁判決 (2008年11月18u)
NATO事件 ●武力行使の合法性事件 (FRYv.NA1､0加盟国10カ国)







(19) ボスニア事件 (1什),ボスニア再審事件 (1件),クロアチア事件 (l件),NATO事件 (10
件)の計13件であり.総件名簿上は全て別個の事件である(､なお.NATO事件のうちの2つの事





同 法 (58-41 540
ジェノサイド条約 9条留保の効果 (96項),国家承継,ジェノサイド条約の自動承継 (101,
117項)といった争点を全て判断回避し,手続規則のみに依拠 して結論を導いている(,第3
に,ICJが実体法判断を回避したのは,先例 Lの判断矛盾に触れないためであった｡これ






































539 国際司法裁判所 ジェノサイド条約通用事件 (先決的抗弁判決 2008年11月18EH
partlCularreasons)√28'がある場合を除いて,就判所は確立 した判例 (settledJurisprudence)
から離脱 しない｣という基準を提示した (53,76.104項)｡この基準は.陸地海洋境界事
件 (先決的抗弁判決 2`91)で示された後,NATO 事件 (2004抗弁判決)で適用されたもの
である｡すなわち.FRYの裁判所アクセス (規程35条2項)について,1993仮保全命令①

























































































程等を検討 した上で,一方的提訴の場合,アクセス要件 (規程35条 1項)は原告にたけ課
され,被告には課されないとする 3`9)｡この説の利点は.ICJの先例矛盾を整合的に説明 し




























































535 国際司法裁判所 シェノサ イド条約連用制 牛 (先決的抗弁判決 2008年11月18日)
ては,提訴時基準が一般規則として確立して いる (判決79項)(以下,提訴時原,qu),)この
原則から,提訴後の管轄権文書の失効が管轄権に影響を与えないというノッテポーム規則
が導かれ.同規則が ｢原則｣(princIPteト ヒみなされている (判決95項)o他方,蝦庇治癒
朋 tlは管轄権の判断基準時を判決時点とするため,提訴時原則と抵触する ■RIoただし,応
訴管轄 VorzLmj'r'rogalum)が判例_卜認められているように,提訴時原則は例外 (判決時

















































に,より根本的な問題は,被告 FRY の付 したジェノサイド条約 9条留保と暇庇治癒原則
の関係であるO すなわち,本件においてクUアチアが再度 (同一の)請求訴状を提起 Lた
場合を想定 したとしても.FRY の 9粂留保により,管轄権を設定 し得ない可能性が残
るL571｡すなわち,判決時点で暇庇が治癒されたか否かを判断する場合,FRY の9条留保
により,同一請求を提起 しても管轄権を設定 し得ないのである 5`払lしっ従って,本件では暇庇
の軽微性が認められないと考えることも可能であるが,ICJは,暇庇治癒原則の枠内では
なくノッテボーム原則の適用によってこの問題 (9条留保の法的効果)を処稗 した し後述),
第5に,治癒可能な期間が問題となるし､蝦漉治癒原則が適用された先例では,暇庇は短
期間のうちに治癒されているからである し例えば1996抗弁判決では提訴の9日後に恨庇が
治癒されている)｡他方,本件では提訴時点 (1999年 7月)から治癒時点 (2000年11月1口
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断した し123項)oさらに,1992年 (FRY の形成)以前の行為がFRYに帰属するか否かと
いう点を恥に取 り_上け (124項),帰属論に踏入込んだ上で.先決性否認宣言手続 (ICJ規















本件では.FRYの主張したムー トネス杭的 二関しても議論が生 じた｡FRYが第3先決
的抗弁 (受理可能性抗弁)のrTlで請求のムー ト化の主張を織 り込んだからである｡ただし,
ICJはこの点については実質的な判断を行))す,本案判断に組み込んだ｡この判断に関し
ては次の2点を指摘 し得る.1 第 1に,ムー トネス抗弁の位置付けに関しては,従来から管
轄権抗弁かそ理可能性抗弁かが明らかではなか-)たが,2008抗弁判決は受理叶能僅抗弁の
内容を例示 し.その中に ｢請求のムー トネス_｣(mootleSSOftleClalm)という類型を示 し
り20項),さらにムー トネス問題が ｢受掛り一能性の問題｣であることを明示 した (138項)0
第2に,他〟でICJはムー トネス抗弁がkLlMtJ抗弁たる性賀を有きない場合があることを







529 国際司法裁判所 ジェノサイド条約適用事件 (先決的抗弁判決 2008年11月18日)
続)と,そもそも先決的抗弁として認めらjtない本案判断事項と判断される場合を如何に
区別するかという問題が残るように思われるO
最後に,一連の関連判決を契機として,司法に固有の限界が浮き彫りになった｡すなわ
ち,政治機関 (総会と安保理)と司法機関 (ICJ)の判断原理の相違の問題である｡一方で
FRYの国連加盟国資格の決定権は国連総会と安保至削二あるが,その判断には一貫性が求め
られず,政治的考慮によって事後的な立場変電が認められる｡他方,｢司法機関｣(国連憲
章92条)である ICJには,ヲ剛比案件における判断の一貫件が要請されるため,FRYの法
的地位という争点に関して.政治機関の法的判断を尊重すると,司法判断の一貫性を維持
し得ないというジレンマに陥る｡〕この意味で,FRYを当事者とする一･連の事件は,ICJに
付託された事件の中でも極めて難解な問題を抱えるものであったといえよう凸
他方,2008抗弁判決は.こうした問題を抱えつつ.管轄権容認という結論を固定 ･先行
させ,その上で先例判断との調整にも意を用いたため,極めて形式的で人工的な推論を採
用したと評することができる(∫
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